
豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 豊中市（以下「市という。」）は、児童養護施設等の生活向上及び社会的養護に

係る体制整備を図ることを目的として、豊中市児童養護施設等の生活向上のための環

境改善事業費補助金（以下「補助金」という。）を予算の範囲内により交付することと

し、その交付については、「児童虐待防止対策等総合支援事業費の国庫補助について」

（令和５年１０月２７日付こ支虐第１７０号）、「令和８年度（令和７年度からの繰越

分）児童虐待防止対策等総合支援事業費の国庫補助について」（令和８年６月２３日付

こ支虐第２６０号）、「児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業の実施につい

て」（令和８年４月１７日付こ支家第２４４号。以下「実施通知」という。）、「児童養

護施設等の生活向上のための環境改善事業（改正児童福祉法関連施設・事業所開設等

支援事業等分）の実施について」（令和７年２月１４日付こ支家第６９号。以下「改正

児童福祉法関連実施通知」という。）及び豊中市補助金等交付規則（昭和５７年規則第

１５号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（補助金の交付の対象となる事業） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲げるも

のとする。 

（１）実施通知別紙の第３の１（２）に規定する「ファミリーホーム等開設支援事業」 

（２）改正児童福祉法関連実施通知別紙の第４の１（１）に規定する事業（以下「里親

支援センター等開設支援事業」という。） 

２ 前項の各事業については、事業を行う施設等１か所につき１回限りを対象とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、他の補助等を受け、又は受けることとなっている場合

は、補助金の交付の対象としない。 

 

（補助金の交付額） 

第３条 補助金の交付額は、補助事業ごとに次に掲げる額のうち少ない額に別表に定め

る補助率を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを

切り捨てる。）とする。 

（１）総事業費から寄付金その他の収入の額を控除した額 

（２）別表に定める対象経費の実支出額 

（３）別表に定める基準額 

 

（補助金の交付申請） 

第４条 この補助金の交付を受けようとする者は、豊中市児童養護施設等の生活向上の

ための環境改善事業費補助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添えて提出し

なければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第５条 市長は、前条による交付申請があった場合は、その内容を審査し、補助金の交

付を決定したときは、決定した内容及びこれに付けた条件を豊中市児童養護施設等の

生活向上のための環境改善事業費補助金交付決定通知書（様式第２号）により通知す



るものとする。また、補助金の不交付を決定したときは、その旨を書面により通知す

るものとする。 

 

（補助金の交付条件） 

第６条 補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）に対し、本補助金の交

付に際して、次の条件を付すものとする。 

（１）補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円（里親支援セン

ター等開設支援事業の場合は３０万円）以上の機械、器具及びその他財産について

は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２

５５号。以下「適正化法施行令」という。）第１４条第１項第２号の規定によりこど

も家庭庁長官が別に定める期間を経過するまで、市長の承認を受けないで、この補

助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供して

はならない。 

（２）市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入

の全部又は一部を市に納付させることがある。 

（３）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業の完了後

においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図

らなければならない。 

（４）補助金と補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成すると

ともに、補助事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及び証

拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合にはその

承認を受けた日）の属する年度の終了後１０年間保管しておかなければならない。

ただし、補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円（里親支

援センター等開設支援事業の場合は３０万円）以上の機械、器具及びその他の財産

がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は適正

化法施行令第１４条第１項第２号の規定によりこども家庭庁長官が別に定める期間

を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

 

（申請の取下げ） 

第７条 第５条第１項の規定により補助事業者は、同条の規定による補助金の交付の決

定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、交付決定の通知を受けた日か

ら３０日以内に、その旨を記載した書面を市長に提出することにより、申請を撤回す

ることができる。 

２ 前項の規定による取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定は、

なかったものとみなす。 

 

（補助事業の完了時期） 

第８条 補助事業者は、補助金の交付決定を受けた日の属する年度の３月３１日までに

事業を完了しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業が完了した日から起算して３

０日以内又は補助金の交付決定を受けた年度の３月３１日のいずれか早い日までに、

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金事業実績報告書（様

式第３号）を市長に提出しなければならない。 

 



（補助金の額の確定） 

第９条 市長は、実績報告の審査により、その内容が補助金の交付の決定の内容に適合

すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、豊中市児童養護施設等の生活

向上のための環境改善事業費補助金額確定通知書（様式第４号）により補助事業者に

通知する。 

 

（補助金の請求及び支払） 

第１０条 前条の規定による通知を受けた者は、市長が定める期日までに、豊中市児童

養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金交付請求書（様式第５号）を市

長に提出しなければならない。 

 

（承認事項） 

第１１条 補助事業者は、補助事業の内容を変更、中止又は廃止しようとするときは、

あらかじめ豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金の変更等

承認申請書（様式第６号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による提出を受けた場合は、その内容を審査し、承認の可否を

補助事業者に豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金変更等

承認通知書（様式第７号）により通知する。 

 

（状況報告） 

第１２条 補助事業者は、事業計画に重大な影響を与える事情が生じたときは、その状

況を状況報告書（様式第８号）により市長に報告し、その指示を受けなければならな

い。 

２ 市長は、必要が生じたときは、補助事業者に補助事業の進捗状況について報告させ

ることができる。 

 

（指示及び検査） 

第１３条 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、補

助事業者に対し、随時、補助金の使用について必要な指示をし、又は検査をすること

ができる。 

 

（消費税仕入控除税額の報告） 

第１４条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに、遅く

とも補助事業完了日の属する年度の翌々年度の６月３０日までに、消費税および地方

消費税に係る仕入控除税額報告書（様式第９号）により市長に報告しなければならな

い。期限までに報告がない場合においては、補助金に係る仕入控除税額がないものと

みなす。なお、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入

控除税額を市に返還しなければならない。 

 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は市⾧が別

に定める。 

 



附則 

この要綱は、令和８年７月２２日から施行し、令和８年４月１日から適用する。  



別表（第３条関係） 

１事業名 ２対象施設等 ３基準額 ４補助率 ５対象経費 

（１）ファミリーホ

ーム等開設支援事業  

 

市内に右記対象施設

等を新設し、事業を

実施する場合に必要

な改修整備、設備整

備及び備品の購入を

行う事業。 

ファミリーホー

ム、児童自立生活

援助事業所（児童

自立生活援助事業

所Ⅲ型を除く）、

地域小規模児童養

護施設、分園型小

規模グループケ

ア、小規模分園型

（サテライト型）

母子生活支援施設

又は児童家庭支援

センター 

１ か 所 当 た り

8,000,000 円 

※ファミリーホー

ム、地域小規模児

童養護施設及び分

園型小規模グルー

プケアの開設に当

たり、改修期間中

に賃貸料が発生す

る場合、当該費用

（10,000 千円を上

限）を加算 

10/10 事業に必要な工事請

負費、原材料費、需

用費（消耗品費、燃

料費、印刷製本費、

光 熱 水 費 及 び 修 繕

料）、役務費（通信運

搬費、手数料）、委託

料、使用料及び賃借

料、備品購入費 

（２）里親支援セ

ンター等開設支援

事業 

 

市内に右記対象施

設等を開設するた

め、必要な設備整

備及び備品の購入

並びに改修等を行

う事業。 

里親支援センタ

ー、社会的養護自

立支援拠点事業

所、妊産婦等生活

援助事業所 

１ か 所 当 た り

8,000,000 円 

10/10 事業に必要な工事請

負費、原材料費、需

用費（消耗品費、燃

料費、印刷製本費、

光熱水費及 び修繕

料）、役務費（通信運

搬費、手数料）、委託

料、使用料及び賃借

料、備品購入費 

備考 

※（１）の事業については、補助金の申請を行う年度中、又はその翌年度中に運営等を

予定しているものを対象とする。 

※（２）の事業については、事業実施の翌年度に開設される予定のものを含むものとす

る。なお、次に掲げる事業については、対象としないものとする。 

（ア）施設整備を目的とする事業（土地や既存建物の買収、土地の整地等を含む。）

（イ）既存施設の破損や老朽化に伴う改修・修繕を目的とする事業 

 



様式第１号（第４条関係）

　年　月　日
　豊中市長　様

申請者　　　所在地

事業者名

代表者氏名

１　申請額 円
　

２　申請額内訳    別紙１－１「申請額調書」のとおり

３　事業計画     別紙１－２「事業計画書」のとおり 

４　添付書類     当該事業に関する収支予算書（別紙１－３）

施設等種別 施設等名称

記

　豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金の交付を受けた
いので、豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金交付要綱
第４条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

　　　　　　　　 その他市長が必要と認める書類

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金交付申請書



別紙１－１（様式第１号）
　

（単位：円）

事業名 総事業費
寄付金その他の収入見

込み額
差 引 額

（Ａ－Ｂ）
対象経費の実支出見込

み額
基準額

選定額
（Ｃ、Ｄ、Ｅを比較し
ていずれか少ない額）

補助
所要額

（Ｆ×10/10）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ
（１ ）フ ァミ リー
ホーム等開設支援事
業

（２）里親支援セン
ター等開設支援事業

計

（記入上の注意） 
１　Ａ欄には、同一事業で複数の契約がある場合は、その合計額を記入すること。
２　Ｅ欄には別表第３欄に定める基準額を記入すること。 
　※ファミリーホーム、地域小規模児童養護施設及び分園型小規模グループケアの開設に当たり、改修期間中に賃借料が発生する場合、当該費用（10,000千円を上限）を加算
３　Ｇ欄にはＦ欄に10/10を乗じた額を記入すること。（ただし、千円未満の端数がある場合はこれを切り捨てた額を記入すること。）

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金　申請額調書

施設等名称施設等種別



別紙１－２（様式第１号）

（添付書類等）

・改修整備の場合は、改修前後の図面・現況写真等を添付すること。
・設備整備又は備品購入の場合は、カタログ等を添付すること。

計

概算額（見積額）

・見積書の写し等、金額や内容が確認できる資料を添付すること。なお、見積書等の内容に補助対象外の
　経費が含まれている場合は、補助対象経費の算定根拠がわかる資料を添付すること。

年　月　日完了予定年月日

着手予定年月日 年　月　日

改修・設備整備、備品購入を
必要とする理由

対象経費改修・設備整備、備品購入の内容 対象外経費

事業区分
・対象事業に○印を記入してください
・調書は事業ごとに別葉としてください （２）里親支援センター等開設支援事業

（１）ファミリーホーム等開設支援事業

施設等開設予定年月日

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金　事業計画書

施設等住所

施設等種別 施設等名称

年　月　日



別紙１－３（様式第１号）

（１）収入の部　（単位：円）

（２）支出の部　（単位：円）

合　計 Ａ

支出科目 予算額 備考積算内訳

備考計画額

合　計

寄附金その他 Ｂ

自主財源

市補助金 Ｇ

区分

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業　収支予算書

施設等種別 施設等名称



様式第２号（第５条関係）
第　号

年 月 日 
事業者名 
代表者名 

　豊中市長　様（施設種別・施設名称 ）

豊中市長　　　　　　

１　交付金額 円

　

２　交付条件

（１）補助金を交付申請の内容以外に使用しないこと。

３　申請の取下げ

（３）その他豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金交付要綱及
　　　び豊中市補助金等交付規則を遵守すること。
（４）上記（１）から（３）までの条件のいずれかを履行しない場合は、交付した補助金
　　　の全部又は一部の返還を命ずることがあります。

　この交付決定の内容又は交付条件に異議があるときは、この交付決定受領後３０日以内
に、市長へ書面を提出することにより、申請を取り下げることができます。

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金交付決定通知書

　年　月　日付で申請のあった豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費
補助金について、豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金交付要
綱第５条の規定により、下記のとおり交付します。

記

（２）補助事業が完了した日から起算して３０日以内又は補助金の交付決定を受けた年度
　　　の３月３１日のいずれか早い日までに、実績報告書を提出すること。



様式第３号（第８条関係）

　年　月　日
　豊中市長　様

申請者　　　所在地

事業者名

代表者氏名

１　実績額 円
　

２　精算額内訳    別紙２－１「実績額調書」のとおり

３　実施報告    別紙２－２「実施報告書」のとおり

４　添付書類     当該事業に関する収支決算書（別紙２－３）

　　　　　　　　 その他市長が必要と認める書類

施設等種別 施設等名称

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金事業実績報告書

　年　月　日付　第　号で交付決定を受けた豊中市児童養護施設等の生活向上のた
めの環境改善事業費補助金に係る事業の実績について、豊中市児童養護施設等の生
活向上のための環境改善事業費補助金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添
えて下記のとおり報告します。

記



別紙２－１（様式第３号）
　

（単位：円）

事業名 総事業費 寄付金その他の収入額
差 引 額

（Ａ－Ｂ）
対象経費の実支出額 基準額

選定額
（Ｃ、Ｄ、Ｅを比較し
ていずれか少ない額）

補助
所要額

（Ｆ×10/10）
交付決定額

補助確定額
（ＧとＨのいずれか少

ない額）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ
（ １ ）フ ァミ リー
ホーム等開設支援事
業

（２）里親支援セン
ター等開設支援事業

計

（記入上の注意） 
１　Ａ欄には、同一事業で複数の契約がある場合は、その合計額を記入すること。
２　Ｅ欄には別表第３欄に定める基準額を記入すること。 
　※ファミリーホーム、地域小規模児童養護施設及び分園型小規模グループケアの開設に当たり、改修期間中に賃借料が発生する場合、当該費用（10,000千円を上限）を加算
３　Ｇ欄にはＦ欄に10/10を乗じた額を記入すること。（ただし、千円未満の端数がある場合はこれを切り捨てた額を記入すること。）

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金　実績額調書

施設等種別 施設等名称



別紙２－２（様式第３号）

（添付書類等）
・工事請負契約や賃貸借契約等を締結した場合は、契約書（写）を添付すること。

・改修整備の場合は、改修前後の図面・現況写真等を添付すること。
・設備整備又は備品購入の場合は、設置場所等での写真を添付すること。

・金額や内容、事業完了が確認できる書類（納品書、領収書、工事完了届等）の写しを添付すること。
　なお、領収書等の内容に補助対象外の経費が含まれている場合は、補助対象経費の算定根拠がわかる資料
　を添付すること。（支払いの完了が交付決定を受けた年度の３月３１日を過ぎる場合、支払いが完了した
　後に速やかに領収書を提出すること）

計

完了年月日 年　月　日

改修・設備整備、備品購入を
必要とした理由

改修・設備整備、備品購入の内容 支払額 対象経費 対象外経費

着手年月日 年　月　日

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金　実施報告書

施設等種別 施設等名称

施設等開設予定年月日 年　月　日 施設等住所

事業区分
・対象事業に○印を記入してください
・調書は事業ごとに別葉としてください

（１）ファミリーホーム等開設支援事業

（２）里親支援センター等開設支援事業



別紙２－３（様式第３号）

（１）収入の部　（単位：円）

（２）支出の部　（単位：円）

合　計 Ａ

合　計

支出科目 実績額 積算内訳 備考

自主財源

寄附金その他 Ｂ

区分 実績額 備考

市補助金 Ｉ

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業　収支決算書

施設等種別 施設等名称



様式第４号（第９条関係）
第　号

年 月 日 
事業者名 
代表者名 

　豊中市長　様（施設種別・施設名称 ）

豊中市長　　　　　　

１　補助金確定額 円

　

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金額確定通知書

　年　月　日付の実績報告書に基づき、豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改
善事業費補助金の交付額が確定したので、豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境
改善事業費補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり通知します。

記



様式第５号（第１０条関係）

　年　月　日
　豊中市長　様

申請者　　　所在地

事業者名

代表者氏名

金 円
　

１　振込口座

（フリガナ）

口座名義

口座番号 預金種別

　ただし、豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金とし
て、上記の金額を請求します。

金融機関名 支店名

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金交付請求書

施設等種別 施設等名称



様式第６号（第１１条関係）

　年　月　日
　豊中市長　様

申請者　　　所在地

事業者名

代表者氏名

１　変更申請額 円

　

２　変更申請額内訳    別紙３「変更申請額調書」のとおり

３　事業計画     別紙１－２「事業計画書」のとおり 

４　変更内容及び変更理由

５　添付書類     当該事業に関する収支予算書（別紙１－３）
　　　　　　　　 その他市長が必要と認める書類

施設等種別 施設等名称

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金の変更等承認申請書

　年　月　日付　第　号により交付決定のあった豊中市児童養護施設等の生活向上
のための環境改善事業費補助金について変更（中止又は廃止）したいので、豊中市
児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金交付要綱第１１条の規定
により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記



別紙３（様式第６号）
　

（単位：円）

事業名 変更後の総事業費
変更後の寄付金その他

の収入見込み額
差 引 額

（Ａ－Ｂ）
変更後の対象経費の実

支出見込み額
基準額

選定額
（Ｃ、Ｄ、Ｅを比較し
ていずれか少ない額）

変更後の補助
所要額

（Ｆ×10/10）
既交付決定額

差引増減額(＊)
（Ｇ－Ｈ）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ
（ １ ）フ ァミ リー
ホーム等開設支援事
業

（２）里親支援セン
ター等開設支援事業

計

（記入上の注意） 
１　Ａ欄には、同一事業で複数の契約がある場合は、その合計額を記入すること。
２　Ｅ欄には別表第３欄に定める基準額を記入すること。 
　※ファミリーホーム、地域小規模児童養護施設及び分園型小規模グループケアの開設に当たり、改修期間中に賃借料が発生する場合、当該費用（10,000千円を上限）を加算
３　Ｇ欄にはＦ欄に10/10を乗じた額を記入すること。（ただし、千円未満の端数がある場合はこれを切り捨てた額を記入すること。）
　(＊)マイナス表記は「△」とすること。

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金　変更申請額調書

施設等種別 施設等名称



様式第７号（第１１条関係）
第　号

年 月 日 
事業者名 
代表者名 

　豊中市長　様（施設種別・施設名称 ）

豊中市長　　　　　　

１　変更後交付金額 円

２　変更前交付金額 円

３　交付条件

（１）補助金を交付申請の内容以外に使用しないこと。

４　申請の取下げ

（４）上記（１）から（３）までの条件のいずれかを履行しない場合は、交付した補助金
　　　の全部又は一部の返還を命ずることがあります。

　この交付決定の内容又は交付条件に異議があるときは、この交付決定受領後３０日以内
に、市長へ書面を提出することにより、申請を取り下げることができます。

豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金変更等承認通知書

　年　月　日付で変更等承認申請のあった豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改
善事業費補助金について、豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金
交付要綱第１１条の規定により、下記のとおり変更（中止又は廃止）し、交付します。

記

（２）補助事業が完了した日から起算して３０日以内又は補助金の交付決定を受けた年度
　　　の３月３１日のいずれか早い日までに、実績報告書を提出すること。
（３）その他豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金交付要綱及
　　　び豊中市補助金等交付規則を遵守すること。



様式第８号（第１２条関係）

　年　月　日
　豊中市長　様

申請者　　　所在地

事業者名

代表者氏名

状 況 報 告 書

　豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金交付要綱第１２
条の規定により、下記のとおり報告します。

記

施設等種別 施設等名称



様式第９号（第１４条関係）

　年　月　日
　豊中市長　様

申請者　　　所在地

事業者名

代表者氏名

年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

１　補助金確定額又は事業実績報告による精算額

　 円

円

３　添付書類

２　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る
　　仕入控除税額（要返還相当額）

　　２の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳を確認するための
　　書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、特定収入の割
　　合を確認できる資料）

施設等種別 施設等名称

　年  月  日付　第　号で交付決定を受けた豊中市児童養護施設等の生活向上のた
めの環境改善事業費補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額につい
て、豊中市児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費補助金交付要綱第１
４条の規定により、下記のとおり報告します。

記


